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１２月定例会は、１０日間で２０件の議案

を審議し終了しました。

今回の「目玉」は、と問われると①「普通」

に暮らすことが困難な時代を反映して、民生

関連の請願が３件も提出されたこと。②平成

２２年に開催予定の全国育樹祭が２１世紀の

森に「内定」したこと。（最終日市長発言）

③椎坂トンネル問題に一定のメドがついたこ

と。④「議会の活性化に関する検討委員会」

（議会改革）が立ち上げられ、副委員長を仰

せつかったことなどでした。今回の紙面にて

報告いたします。

と

ＨＰ http://www.orahoo.com/ayumu-kai/ Ｅメール kt.takyanagi-710@au.wakwak.com

昨年「夢トレイン」を走らせて、

食用廃油のリサイクルをＰＲした、

今年のごったくまつりの保健福祉セ

ンターの入り口です。

今回は、環境問題の啓発を試みた

「タイムトンネル」を作成しました。
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←「沼田の水を考える会」で岐

阜県の２市を、水を生かしたま

ちづくりというテーマを持ち、

研修してきました。

歩道の脇をきれいな水路が蛇

行して何とも言えない雰囲気と

なっています。（詳細は後述）
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Ｑ：行財政改革実施本部の検討内容は

Ａ：歳入面では、国の「三位一体の改革」

による地方交付税等の一般財源の急激か

つ大幅な削減により、普通交付税とその

振替財源である臨時財政対策債の合計額

が、改革前の平成１５年度と比較すると

約１３億円の削減であり、本年度の合計

額についても前年度対比で約２億円の減

額となっており、依然として多額の財源

不足が続いている状況です。

歳出面では、これまで道路などの公共

事業や社会福祉施設等の建設に多額の市

債を充当したことに伴い、元利償還のた

めの公債費が増加したことや、少子高齢

社会への対応などによる扶助費をはじめ、

国保や介護などの民生福祉関連経費が年々

増加していること等があげられます。

「経常収支比率」が、前年度対比で５．

５％増の１０４．７％となり、財政の硬

直化が一層進んでいる状況です。

更に、「実質公債費比率」が、平成１

８年度決算で２０．０％となり、起債発

行手続きが「許可制」となり、本年度か

ら「公債費負担適正化計画」等の策定が

やはり釈然としない

何故、急に危機的状況へ？
１１～１２月に、市が補助金を

支給している団体への（減額の

ための）説明会が開催されたと

聞いています。

市の執行部が「誠意」を尽くして、厳し

い財政状況を説明したこともあってか、比

較的、「やむなし」として、理解を示して

くれたところが多かったのではないか。と

も聞いています。

『入ってくるお金が減ってしまったのだ

から…。』という説明は、強い「説得力」

はある。しかし、本当に「納得」してもらっ

たのだろうか。

根本的な原因の究明が求められている。

１２月定例議会一般質問概要
５人の質問者に共通していた「財政問題」を２～３ページにまとめました。その他を

４～５ページに掲載しました。

注意：特徴的な発言中心に概要です。複数の発言を主観を入れて、まとめたモノもあり

ますので、あらかじめ了承願います。文書中のＱ＝質問、Ａ＝応答、Ｏ＝意見

Ａ：Ａ①【補助金削減】

公益上の必要性、効果、経費負担のあ

り方等の観点から全面的な見直しを行う

こととして「団体補助金＝２０％」「事

業費補助金及び補助金的性格委託料＝１

０％」の削減目標を設定しました。

Ａ②【普通建設事業】

新規事業は原則凍結とし、継続事業に

ついても、事業計画の延伸や規模縮小な

どにより、一般財源ベースで６０％削減

としました。

Ａ③【扶助費】

市民生活に直接影響するので、原則と

して削減取組項目から除外しました。

Ａ④【私有財産の有効活用】

現在、市が保有している土地について、

公共的利用計画がなく遊休化しているも

ので、当面、資産価値の上がる見込のな

いものは、庁内検討組織である「公有施

設等検討委員会」において、今後、土地

の売却等含めて検討することにしました。

Ａ⑤【人件費等の見直し】

常勤特別職の給料は前年度よりも更に

削減を図ること、職員給与等は削減を図

るとともに管理職手当を前年度よりも更

Ｑ：財政悪化の原因と現状は？

思考模索
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Ａ：（自治体財政健全化法案は）公布時

点では実質公債費比率の算定方法は示さ

れたが、その他の「健全化判断比率」や

実質公債費比率を含めた４つの比率の財

政の「早期健全化基準」及び「財政再生

基準」は、検討中であり、未だ明確な基

準が示されていません。

起債発行手続きが「許可制」となり、

本年度の申請から「公債費負担適正化計

画」などを策定することが義務づけられ、

全庁的な起債抑制等の対応が必要となる

ので、平成２０年度の起債発行額を「１

３億円以内」に抑制する方針としました。

また、過去に政府資金及び公営企業金

融公庫資金より借り入れた「年利５％以

上の高利の市債」を、補償金免除で、低

利の民間資金より借り入れる市債に借り

換えすることができる「補償金免除繰上

償還制度」を活用して、公債費の縮減並

びに実質公債費比率の引き下げに努めて

Ｑ：県内の他市と比べてどうか？Ｑ：財政健全化法への対応の内容

Ａ：県内で、ほぼ人口規模が同じである富

岡市、みどり市、藤岡市及び安中市の４市

との比較を申し上げます。

本市の歳出規模は、前年度決算で約２１

１億円であり、同じ人口５万人台の富岡市

は、１７２億円で、みどり市は、１５３億

円です。

また、人口６万人台の藤岡市は、本市と

ほぼ同規模の約２１３億円、安中市は、２

０２億円です。従って、本市の歳出規模は、

同じ人口５万人台の他の２市に比べて、平

均約５０億円以上も多く、人口６万人台の

２市とほぼ同規模の歳出規模になっている

という状況です。

ですから本市の歳出規模は、広大な面積

を抱え中山間地に位置し、財政需要も異な

るため単純な比較はできないものの、やは

り人口規模から見て、今後は「身の丈にあっ

た予算規模」に近づけなければ、持続可能

な財政運営は立ち行かなくなるのではない

（実質公債費比率の上昇主原因）

①Ｈ４～６年の図書館、保健福祉センター

温泉施設整備のための市債の発行。

②社会資本整備のための下水道事業等への

繰り出し金。

③緑資源機構に対する利根沼田区域農用地

総合整備事業（望郷ライン）の債務負担。

（今後の方針）

①公債費増加は、過去に発行済みの「累積」

②市債残高が、市の予算規模を上回ったこ

は、問題がある。

③市債発行額をＨ２０～２３年度＜１３億

Ｈ２４～２５年度＜１１億

円以下に抑える。

④後年度元利償還金の７０％が交付税の基

準財政需要額に算入される合併特例債事

業債を発行して、負担軽減を行う。

（具体的な事項）

①低利な民間資金へ借換債を発行する。

節減額＝一般会計で６千万

＝公営企業会計で２億７千万円

②上下水道等の公営企業への一般会計から

の繰り出し金を縮減する。

Ｈ１９年＝約１０億円…

段階的削減→Ｈ２２年以降５億円

③一部事務組合への負担金の抑制

④Ｈ１６年からの望郷ラインの負担により、

実質公債費比率が２％上昇した。Ｈ３０年

までは、新たな債務負担行為の原則未実施。

豆知識

沼田市公債費負担適正化計画（概要）

年度 Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

実質公債費比率（％）２０.０２０．７２１．６２１．５ ２０．９１９．６ １７．８
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Ａ：年６月１１日、企業立地などを支援

し、地域経済の自律的発展の基盤強化を

図ることを目的とした（企業立地促進法）

が制定され、本市でも群馬県、県内市町

村及び関係機関等で組織する地域産業活

性化協議会に参画し、基本計画を取りま

とめ、国に提出しました。１０月には、

この基本計画が経済産業省、厚生労働省、

農林水産省、国土交通省から同意を得た

ところです。

この計画は、自動車・電気機器・機械

産業などのアナログ技術に着目した「ア

ナログ関連産業」、医療とものづくりの

連携に着目した「健康科学産業」、金型・

鋳造・プレス加工などの基盤技術に着目

した「基盤技術産業」の３分野を重点に、

産業集積の形成・活性化に取り組んでい

Ｑ：企業誘致の今後への取り組みは Ｑ：椎坂トンネル工事着工のメドは

Ａ：新エネルギーの町と知られている岩

手県葛巻町は、平成１１年全国に先駆け

て「葛巻町新エネルギー宣言」を行い、

地域の資源を有効に活用して風力、太陽

光、畜産ふん尿や木質バイオマスなどの

新エネルギーの導入に取り組んでおり、

これら先進地域の情報収集も進めていき

たい。

地域の産業振興や地球温暖化対策の観

点から環境負荷に小さい新エネルギーの

導入は有効であると考えられますが、新

エネルギーは設備投資などに多額の経費

がかかるという面も持っていることから、

本市における潜在力、安定供給や需要な

ど多角的に調査研究を進める必要がある

と考えています。

【感想】もう「調査研究」の段階では、

Ａ：市民協働推進会議では現在、「意識

改革と啓発」、「市民活動の育成・支援」

というテーマにより「協働の担い手を育

くむ」についての討議を重ねています。

市民活動支援センターは、さまざまな

分野の公益的な市民活動をサポートする

場、また、市民活動が企業や行政の対等

なパートナーとして協働によるまちづく

りを推進するための拠点施設です。

支援センター開設の推進には、市民や

各団体の意見を伺いながら対応していき

たいと考えています。

また、市民と行政のネットワーク構築

のためには、地域コミュニティ、市民活

動団体、企業、教育機関など沼田市に暮

らす、すべての人たちが連携する必要が

あり、様々な機会を捉えて団体関係者に

呼びかけを行うことから始め、支援セン

ターがその要となるようなことが理想で

あると考えます。

Ｑ：新エネルギーの推進について

Ｑ：市民協働の推進について

Ａ：１１月２０日に生枝集会所において、

説明会を開催し、ルートの見直し等につ

いて群馬県に要望していく予定であるこ

とを関係者に報告をさせていただきまし

た。

また、１１月３０日に沼田市及び片品

村で組織している国道１２０号線整備改

良促進期成同盟会理事会を開催し、状況

を報告し、群馬県に対し、期成同盟会と

して現在のバイパス計画から現道を利用

したバイパス計画すなわち椎坂トンネル

計画への見直しを要望していくことにつ

いて承認をいただきました。

現在のバイパス案でトンネルを整備す

るには、新たな道路用地が必要となり、

地権者の方々への負担は大きいものがあ

りますが、現道を利用してトンネルを整

備しますと潰れ地も少なく、地権者の方々

の負担も軽減されることから、現道を利
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①全額国庫負担の「最低保障年金制度」を政府に求める請願

１２月定例議会
請願審査概要

今、定例会では医療や福祉、そして年金

の「制度」に関わる請願が、継続したモノ

も含めて３件審議されました。

良い機会ですので、若干ページを割いて

報告してみたいと思います。

私は、下の２件とも請願に賛成の考え方

を思考します。その理由は、

①最低保障の年金制度ですが、国民年金で

は、１万３～４千円を４０年掛けて、月額

６万円台の支給額。一方、生活

が苦しくなり、生活保護に移行

してしまった人は、掛け金に関

係なく、地方の財源で月額約８

万円が支給される仕組みです。

②後期高齢者医療保険制度については、以

前にも、記したように、病気やケガになり

がちな７５歳以上の人だけ集めて保険料を

決めれば、高くなって当然だからです。

先延ばしや、小細工の改善ではなく、し

かも、「社会全体」でリスクを最小限にし

ていく抜本改革は、待ったなしと感じます。

思考模索

現行の年金制度でも、基礎年金

に国庫負担は３分の１が投入され

ています。国会でも全会一致で、２分の１

に引き上げることは決めています。

８兆円ほどの国庫負担が年金制度に投入

されることになり、１人当り約３万５千円

の最低保障年金が実現できます。

全国政令指定都市市長会では、「結局、

年金制度が崩壊し無年金者がでれば、生活

保護として地方自治体の財源も使って保障

していかなければならない。最低保障はど

うしても創って欲しい。」として

います。

国民年金をはじめとする公的年金制度は、

一定の負担をし給付を受けることが原点で

あり、年金の不払い、未納といった無年金

者に対しても支給することは公平性の観点

から問題です。

また、現在の国の財政状況を考えると、

現役世代の負担増は避けられず、社会保障

を充実させ、その中で年金制度を確立させ

ることが最も健全な運営です。

③後期高齢者医療保険制度の中止・撤回を求める請願

群馬県では、来年度から保険料

は、家族に扶養されている人まで、

年間８万円を年金から天引きとなります。

老人医療の対象外でなかった「資格証明

書発行」対象者となります。

「特定検診」の義務付け、「特定保健指

導」の実施率、有病率の改善にペナルティ

が課せられます。

医療費が増えると、保険料増か医療給付

減という、介護保険制度と同じ道を歩む事

につながります。従って請願に賛成です。

急速な高齢化の進展により、今

後も老人医療費の増加が見込まれ

るため、国民皆保険を堅持し、医療制度を

将来にわたり持続可能にしていくためには、

保険制度の構造改革が急務です。

本制度は都道府県単位で全市町村が加入

する広域連合で、スケールメリットによる

安定的な保険運営を図り、生活習慣病予防

のための特定健診、特定保健指導の義務化

と併せ医療制度改革に必要な制度であると

考えます。 【反対多数・不採択】

賛成・反対

賛成・反対
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【10月17日】

東吾妻・岩櫃

ホールで開催

された「吾妻

の食と農と観

光を結ぶフォー

ラム」での基

調講演を聞い

てきました。

←主催者の

吾妻県民局長

「中山間地域は、日本の宝だ。」
～景観計画に誘引された交流人口

の増加で中山間地域を蘇らせよう！～

ＴＢＳサンデーモーニングのゲストコメ

ンテイターや長崎ハウステンボスの設計に

関わった造園業の涌井雅之氏という「肩書

き」と「講演テーマ」に惹かれ参加してき

ました。【以下概要】

ガーデンの語源は、ガル（囲う）＋エデ

ン（楽園）で、その昔のガーデニングは、

規模も大きく、自然の摂理に謙虚であった。

戦争でもないのに、自殺者年間３万人の

国→近代文明は自己家畜化←ひどい

マズローの５段階欲求→幸福感のパラダ

イムを第３の革命として変える必要がある。

物的充足 時間充足

物的欲求 自己実現欲求

太陰暦（生活）から太陽暦（産業）とな

り、自然を克服できたと勘違いしたときか

ら、地球は環境含めて壊されてきた。

自然と対話する地域こそ中山間地域。改

正景観緑三法を積極的に活用した伊勢市や

シーニックバイウエイ（二戸市）等の試み

に学ぶべき。

客観的に見て諸外国と比べ、時間・費用

ともに極端に少ない。←埋蔵量は大だ。

医療費の公費負担の縮小

により重症患者や長期療養

者の増加が懸念されており、

本年６月の通常国会において難病の原因究

明、治療法確立のため、難病対策の一層の

拡充を求めることなど７項目が採択されま

したが、難病患者や家族が生涯にわたり安

心、信頼して医療を受けながら暮らせる生

活を保障するため、「総合的対策」の早期

実現を求めるものです。

難病等様々な疾病に苦しむ患者や家族が、

安心して必要な医療が受けられ、希望と生

きがいを持って生活できる社会を早期に実

現を図るべきと、委員会で一致しました。

③「難病、長期慢性疾患、小児慢性疾患に対する総合的対策の早期実現」を要望する請

全会一致
で採択

高柳勝巳の活動日記①

議会運営委員会で、議会改革について話

し合われ、（仮称）議会活性化検討委員会

が、設置されました。

当面、テーマ等は決めず、議員同士でフ

リーに意見交換ができる「場」として出発

しようということになり「活性化検討」と

いう名称になりました。

議会の権能向上や情報公開は、複雑多様

化する市民要望と財政難の時代にあって重

要なことと考えていましたので、副委員長

という重席をいただきましたが、精一杯取

り組んでいきたいと思います。

また、会議の進展に合わせて報告します。

委員のメンバーは以下の通りです。

委員長 髙橋 襄典 副委員長 高柳 勝巳

委員 片野 彦一 委員 相田 昌夫

委員 山﨑 義朗 委員 大竹 政雄

委員 大東 宣之 委員 石田 宇平

委員 星野佐善太

議会改革を論ずる議会活性
化検討会が設置されました。

20世紀 21世紀
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Ｊリーグ１００年構想

サッカーでもっと幸せな国づくりへ
～サッカーによる地域の活性化について

～

と題して(株)アルビレックス新潟の代表

取締役中野幸夫氏の講演を聞いてきまし

た。

上の写真のような「立派な施設」を建

設することは、新潟という地域性も含め

て、一過性のワールドカップへの投資と

しては過剰では？という議論もあった。

Ｊ２時代当時は、観客動員４千人規模

の財政と活動規模をまかされていた。そ

れが一気に４万人規模の「組織運営」へ

大きく転換した。

現在では、浦和が年間７７万人動員に

対し新潟で６０万人台を集めている。

財政が厳しいから、サッカーに投資を！

ではなく、サッカーに関心がない人にも

可能なキーワード「新潟の発展に投資を！」

で資金の増額を達成した。（この手腕に

は、正直に驚きました。）

１シーズン２０試合のホームへの入場

券は、７～８割はシーズン券で、残りは

無料招待券として、当日券は売らない方

針で、

理由は、当日券は収入も入場も「不確

実」

の上、チケットの価値を下げる。との判

断からだそうで、これにも学ぶべき点が

ありました。

また、スポーツの新たな「価値観」の

【１１月１０日】沼田市・ディラン

ないない尽くしからの挑戦
～地域資源の再発見～

一般質問への答弁にも掲載された「新

エネルギー宣言」をした岩手県葛巻町長・

鈴木重男氏の講演を聞きました。【以下

概要】

①畜産開発公社

牛が「成牛」となり、乳が出るまでを

公社が受け持つことにより、酪農家の負

担とリスクの軽減をし、産業の爆発的拡

大につなげた。（酪農の機能分担）

②山ぶどうワイン

山には沢山あって、栄養分も高いが、

少量しか搾れず、味もなかなか旨くなら

なかった。さらに、販路の拡大では、苦

肉の策として、酒屋に客を装って「山ぶ

どうワイン」を注文。すると、１本では

取り寄せできないので、いやでも残りを

売るように…。

③エネルギー自給率

最近ＴＶでも取り上げられたが、日本

総体でもエネルギー自給率４％と言う中、

葛巻は風力、ソーラー、バイオマスでが

７８％を達成している。

３つの公社で収益は、１６億円。雇用

は１５０人のうちＵ・Ｉターン者が７０

高柳勝巳の活動日記②

高柳勝巳の活動日記③

アルビレックス新潟のホームスタジアム

ビッグ・スワン【１１月２１日】↓
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きっかけとなったのは、多摩美大の渡

部教授らのＨ１６年の再調査だった。こ

の調査は、３０年前の水利用施設や状況

調査を踏まえて、今後の時代のニーズを

予見した「水を活かしたまちづくりに向

けての方策検討」のための基礎調査でし

た。

Ｈ１７年度から、教授も含めたワーク

ショップを開設し、官民の協働が始めら

れた。

Ｈ１８年からは、行政はまちづくり交

付金で、市民は「町並み保存会」を立ち

川田龍平講演会【１１月１７日】高崎

今、政治の不作為が問われている
～私が政治を志したワケ～

自分のＨＩＶ訴訟の闘いも、現在取り

沙汰されている肝炎の問題も、同じ「薬

害」で共通している。

国と製薬会社は、研究費の補助や献金

というカタチでずっとつながってきてい

た。

ヒステリックなマスコミ報道含めて、

凄まじい差別の中、母は、闘いに積極的

だが、父は国家を相手に消極的、自分は、

そうした中「何をやってもダメ。」と諦

めていた。

国際エイズ会議での０歳児の実名公表

者に出会い価値観が変わった。

薬害訴訟の課題は今が山場、国会議員

として、カルテの５年間保存の問題含め、

しっかり取り組みたい。

【無所属であること】

多数であることのメリットは当然理解。

しかし、政治献金をもらっている会社関

連の質問には弱い等のデメリットもある。

党議拘束の在り方含めて、時代は変わっ

てくると思う。（その中で判断したい）

【他に何をしていきたいか】

柏崎の原発、八ッ場ダム、ゴミ溶融炉

市
内
散
策

右
の
作
品
展
に
は
、
発
知
川
の
水
質
調

査
か
ら
『
プ
リ
ン
に
醤
油
を
掛
け
て
食
べ

る
と
ウ
ニ
の
味
に
…
』
と
い
っ
た
食
べ
合

わ
せ
を
な
ん
と
自
分
自
身
で
試
し
て
、
顔

の
表
情
の
写
真
と
共
に
、
ノ
ー
ト
に
書
き

記
し
た
も
の
ま
で
様
々
あ
り
、
生
徒
達
の

目
の
輝
き
が
見
え
て
来
る
よ
う
で
興
味
を

引
き
ま
し
た
。

１
点
１
点
に
評
価
員
が
き
ち
ん
と
「
評

価
票
」
添
付
し
、
一
人
一
人
の
頑
張
り
や

発
想
力
を
ほ
め
て
い
ま
し
た
。

今
年
は
、
川
田
小
学
校
の
研
究
が
数
多

く
寄
せ
ら
れ
た
よ
う
で
、
未
来
の
湯
川
秀

樹
が
、
こ
う
し
た
と
こ
ろ
か
ら
生
ま
れ
る 中央公民館で開催された理科研究作品展

高柳勝巳の活動日記④

←郡上市の水路活用

１１月１１～１２日


